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1. はじめに 

原価計算システムは 管理会計のサブシステム 

として，企業の 経営計画や統制のために ，あ る 

いは経営意思決定や 財務会計を支援する 会計情 

報システムと 考えられる。 したがって，原価計 

算の研究はこうした 目的のために 有益な会計 情 

報の作成に深 い係 わりを持っている。 ところが 

会計情報の利用者のニーズは 近年ますます 多様 

化し， しかも会計情報を 利用する人間と 原価計 

算システムを 選択する人間が 同一人物とは 限ら 

なくなっている。 したがって，情報評価者と 意 

思決定者を区分し 原価計算の問題を 議論するこ 

とは， ごく当然のことであ って一見何でも 無い 

ことのように 思われるが，我々に 多くの難しい 

問題をもたらしている、 ) 。 その結果，原価計算の 

研究は原価計算システムが 提供する会計情報の 

作成や質的向上に 加えて，原価計算システムそ 

のものの選択が 重要な研究課題となっている。 

このような状況は DBD (N. Dopuch 二 Jacob 

G. Birnberg 二 J. S. Demski) によって十分に 

理解できょ ぅ " 。 

本稿は原価計算の 今日的問題を 踏 え ，原価計 

算システムの 選択に際し ， 正しい意思決定が 行 

われる よう ，原価計算システムの 特徴を明確に 

する。 まず原価管理目的として 長 い問 実務で利 

用されている 標準原価計算システム と ，利益 計 
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画や統制のために 有効な直接原価計算システム 

の特徴を考察する。 標準直接原価計算システム 

は，その発展過程はともかくも 標準原価計算シ 

ステムと直接原価計算システムの 長所が統合さ 

れ，受け継がれている 原価計算システムであ 

る 。 したがって，標準直接原価計算システム 

は，利益計画や 統制および原価管理は 言うに及 

ばず，意思決定や 予算管理についても 有益な会 

計情報を提供することができる。 これらの点に 

ついては標準直接原価システムに 基づく利益計 

画の編成過程 や ， Kaplan のオマー・カーペッ 

ト会社の設例を 通じて十分に 議論されよう。 

今日の企業は 利益管理のような 攻撃型の経営 

管理と，原価管理のような 防衛型の経営管理が 

同時に要求されている。 標準直接原価計算シス 

テムはこのような 今日の企業ニーズに 合致した 

原価計算システムであ る。 本稿はこの ょう な 将 

来の可能性を 十分に秘めた 標準直接原価計算 シ 

ステムの基本構造を 明確にする。 

2. 標準直接原価計算システムの 基本構造 

標準直接原価計算 (Standard va,iable cost- 

ing) は，標準原価計算が 発展して標準直接原 
価計算となったとする 説と，直接原価計算に 標 

準原価計算が 統合されたとする 説など，その 発 

展過程にほ様々な 学説があ る " 。 したがって ， 

我が国では標準直接原価計算の 代わりに直接標 

準原価計算という 用語を用いる 研究者も少なく 

ない。 こうした状況は 米国においても 同様で， 

Homgren(Charles T. Homgren) は Standard 

variable@ costing@ @4) ， DeCoster@=@Schafer@ (Don 
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T.De  ㏄ @stef,  Eldon  L.  Schafer)  は V 荻 iable  のような製品原価の 事前計算は覚でもない 正し 
st 毎 Hard  costing  を用いている。 ) 。 このように ぃ 価格計算や損益計算を 実施しょうとする 会計 

標準直接原価計算の 発展過程には 様々な学説が 担当者の希望するところであ る。 また能率技師 

あ り， 未 だ明確な定説は 見られない。 しかし， たちの標準原価計算システムへの 期待は，能率 

本稿の目的はこの ょう に標準直接原価計算の 呼 の良否を判定する 測定尺度を求めることにあ 

称や発展過程を 分析することが 主眼ではなく ， る 。 このように両者の 期待を担って 材料愛人 価 

むしろ標準直接原価計算システムの 機構を明確 格差異を含めて 各種の原価差異が 計算される。 

にすることであ る。 したがって，標準原価計算 たとえば，月末にほ 標準原価と実際原価が 比較 

システムと直接原価計算システムの 特徴を順を され，原材料については 材料数量差異が ，労務 

追って考察し ，標準直接原価計算の 機能と構造 費については 労働作業時間差異と 労働賃 率 差異 を 明らかにしたいと 思 、 舌ノ が 求められる。 製造間接費は 変動製造間接費 と 

固定製造間接費に 区分され，前者 は 予算差異と 

(1)  標準原価計算システムの 特徴 能率差異が，後者は 予算差異と操業度差異が 計 
標準原価計算システムは 1 ㏄ 4 年から 1910 年 算される。 求められた原価差異の 程度によって 

ごろ米国で最初に 採用されたと 考えられてい 原因調査が実施される ，いわゆる例外管理が 適 

るの。 そもそも標準原価計算システムは ，歴史 用されることは 言 う までもない。 

的 原価が偶然的原価であ るとし，歴史的原価 計 原価管理は，現場の 管理者を加えた 原価標準 
鼻 に よ る原価管理上の 欠陥を痛感した 能率技師 の設定を通じての 事前原価管理と ，日常の生産 

たちと ", 操業水準の増減によって 異なる製品 活動の中で原価計算担当者と 現場との間で 交換 

原価が計算されることに よ る，すなわち 価格 計 される計数データに ょ 6 日常的原価管理と ，計 

算や損益計算上の 欠陥を痛感した 会計士たちに 算された原価差異データに よ る原因別原価管理 

よ る共同作業の 成果であ る③。 特に Taylo 「 の 3 つのサイクルを 通じて実施される 1,) 。 標準 

(Frederic@ Winslow@Taylor ， 1856-1915) に よ る 原価計算システムは ，このように 原価管理の過 

科学的管理法と ， これを信奉する 能率技師は標 程を複式簿記の 機構を通して 実施する よう に 開 

準 原価計算システムの 直接的提唱者でかつ 先駆 発された原価計算システムで ，原価管理機能の 

者でもあ った㊤。 したがって ， 仝 日 あ る標準原 みならず各種の 機能を備えている。 それらの代 

価計算システムの 特徴はこうした 能率技師や会 表的なものとして 佐藤 ( 精 ) 教授は次の 5 つの 

計 士に よ る思い入れがそのまま 受け継がれた 原 機能をあ げている。 

価 計算システムと 言っても過言ではない。 図表 「 ( 、 源価 管理のための 原価情報を提供する。 

エサ ま Mo て nSe(Wayne J. Mo て gSe) による仝目的 標 (b 励務 諸表作成のため 棚卸資産価格を 計算す 
華原価計算システムの 典型であ る。 る 。 

標準原価計算システムの 基本は ， 予め設定さ ( 。 洋算管理のために 役立っ。 

れた原価標準あ るいは標準原価と ， 実際に発生 ㈲原価低減と 価格政策に役立つ。 
した原価を比較・ 分析し原価管理に 有益な原 ( 。 尉算 事務処理を合理化する。 」 ", 

価 情報を提供することであ る。 具体的な手続は 

図表 1 からも明らかな よう に，原材料の 購入時 (2)  直接原価計算システムの 特徴 

に 標準材料単価と 実際材料単価が 突き合わさ 直接原価計算システムの 特徴を計算手続面 か 

れ ，材料愛人価格差異が 認識される。 製品原価 ら 考察すると図表 2 のように示すことができ 

は 生産活動を開始する 前に予め設定されてあ る る 0 

原価標準と予定生産量によって 計算される。 こ 図表 2 からも明らかなよ う に，直接原価計算 
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図表Ⅰ 標準原価計算システムにおける 原価の流れ 10) 

材 料 イ @ コ 掛 品 製 ロ口 

購入崎 (AQpXSP)   
(SHAXSR) ③④ ② ( 完成 " 傲量 xsc) - . ② 
(SHAXSR) ⑤ 

⑥ 
賃 金 

④月末 
固定製造間接費 固定製造間接費 
操業度差異 予算差異 

丘算 - 
⑥ 

( 予算 一 宝積 ) 
⑥ 

(SHAXSR) 

変動製造間接費 変動製造間接費 変動製造間接費 
予算差異 

⑤月末                       能率差異 AH(AR-SR) 
3" " ノ 

労働作業時間差異 労働賃 率 差異 

固定製造間接費 ④ AH(AR-SR) 
SR(AH-SHi) ④ 

⑥月末 

材料数量差異 材料愛人価格差異 
SP(AQn-SQA) 

③   
    

各変数 は 次の通り 表 わされる 
A 鈎 Ⅰ実際材料消費量 
AP= 実際材料単価 
AH== 実際直接作業時間 
AR 圭 実際労働賃 率 ，実際製造間接費配賦率 
P 穴二 標準製造間接費配賦率 

8 銭 二 標準材料消費量 
SP 二 標準材料単価 
ぶ HA Ⅰ標準直接作業時間 
S 正二標準労働賃 率 ，標準製造間接費配賦率 
SC 圭 標準単位原価 ( 原価標準 ) 
且 0" Ⅰ実際材料購入 量 

システムでは 材料費，労務費および 製造間接費 まず全部原価計算システムが 主に企業を取り 

のうち，変動費は 仕掛品勘定に 集計され，製品 巻く外部の利害関係者に 原価情報を提供するこ 

原価を構成する。 一方，固定費は 期間費用とし とに対し直接原価計算システムの 目的は主に 

て 直接損益勘定へ 振り替えられる。 したがっ 経営管理者をはじめとする 企業内部の関係者に 

て，製品原価は 変動費のみから 成っており， 固 経営計画や統制のために ，あ るいは意思決定の 
定 費は含まれていない。 ために有益な 会計情報を提供することにあ る。 

直接原価計算システムの 特徴は，図表 3 のよ 製品原価を構成する 原価は先に述べた 通り ，全 

うに全部原価計算システムの 比較によって 一層 部 原価計算システムでは 変動製造原価と 固定 製 

明確にされよ 告ノ 造 原価が含まれるが ，直接原価計算では 変動 製 
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図表 2 直接原価計算システムにおける 原価の流れ "' 

材 料 七七 士朴 品       売上原価 
貸 金 

月 次 損 益 

売上高   
差別 : 変動費 
売上原価   
販売 費   
一般管理費     

限界利益   
差別 : 固定費   耳 固定製造間接費， x 

販売 費   
一般管理費     

変動販売・一般管理費 営業利益     
  

  
図表 3  直接原価計算システムと 全部原価計算システムの 比較 "' 

  

  l 比較項目   直接原価計算システム 全部原価計算システム   

  主要目的 

  

  計画と統制   外 部 報 告   

  製品原価   

  

変動製造原価   変動および固定製造原価   

固定製造間接費 
期間費用 変動販売・一般管理費 変動販売・一般管理費 

固定販売・一般管理費 固定販売・一般管理費 

損益計算書式 

( 原価態様を重視する ) 

売上高一変動費二限界利益 

限界利益 一 固定費二純利益 

 
 

( 職能上の原価を 重視する ) 

売上高一売上原価Ⅰ売上総利益 

 
   

純利益への影響 : 

①生産量 ノ 販売 量 

②生産量二販売 量 

③生産量 く 販売 量 

④長期間 

少 な い 

等 し い 

多 い 

等 し い 

多 い 

争 き し い 

少 な い 

等 し い 

    直接原価計算に よ る純利益 

純利益の調整 十月末固定費 繰延 領 

一月初固定費 繰 産額 

二 全部原価計算に よ る純利益 

全部原価計算による 純利益 

十月初固定費 繰延 領 

一月末固定費 繰延 領 

主直接原価計算による 純利益 
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造 原価のみが含まれる。 したがって，直接原価 

計算に よ る月末仕掛品原価や 製品原価は全部原 

価計算に よ る月末仕掛品原価や 製品原価に比較 

して固定費相当分だ け 過小評価される。 

月次損益計算書についても 明確な差異が 見ら 

れる。 全部原価計算システムでは ，製品の生産 

活動，販売活動および 管理活動のように 各職能 

単位に発生する 原価が重視されている。 したが 

って，月次損益計算書も 売上高から製品の 生産 

活動の為に発生した 製造原価に相当する 売上原 

価が差引かれ ，売上総利益が 求められる。 これ 

は企業の生産活動から 獲得した利益を 表わすこ 

とになろう。 さらに企業が 獲得する純利益 は 販 

売活動や管理活動の 結果であ る。 したがって ， 

企業の純利益は 売上総利益から 販売 費 および一 

般管理費が差引かれて 求められる、 。 ， 。 これに対 

し，直接原価計算システムにおける 月次損益計 

算書は操業水準の 変化によって 増減する原価と 

利益の関係を 明らかにしようとするものであ 

る。 したがって売上高から 変動費を差引いて 限 

界利益が求められる。 限界利益 は 販売数量の増 

減によって直接変化する 利益で，経営計画や 統 

制あ るいは意思決定に 際し経営管理者が 最も 

関心を持っている 利益の一つであ る。 これに対 

して純利益は 限界利益から ，操業水準が 増加す 

ると製品 1 単位当りの原価が 減少する固定費を 

差引いて求められる。 したがって，純利益は 操 

業水準 ( 生産量 ) と販売数量の 変化に複雑な 影 

響 を受ける。 概して全部原価計算システムにお 

ける純利益は 生産量の増加に 連動して増加する 

が，直接原価計算システムにおける 純利益は販 

売 量 に連動して増加する 傾向があ る。 

ところで直接原価計算システムによる 公表財 

務諸表の作成は 米国においても 日本においても 

一般に認められていない。 したがって，直接原 

価計算システムに 基づく純利益は ， 月初 および 

月末に繰延べられた 固定費を調整することによ 

って全部原価計算システムに 基づく純利益に 修 

正されなければならない。 直接原価計算システ 

ムにはこのような 手数のかかる 問題も含まれて 

いるが，経営管理者は 様々な利点を 得ることが 

できる。 直接原価計算システムの 利点は経営計 

画や統制および 意思決定に有益な 情報を提供す 

る。 経営計画や統制については 標準直接原価計 

算システムの 項で触れるとし ，直接原価計算 シ 

ステムにおいて 算定される限界利益 や ，限界利 

益率および変動費率は 意思決定基準として 重要 

な役割を果すことができる。 限界利益をはじめ 

これらの指標がどのように 意思決定に貢献する 

か ， Horngren の事例を吟味 そ しゃくし，次に 

紹介してみよう ，。 ，。 

(,) 限界利益率は ，経営管理者が 販売促進す 

べき製品を決定するときの 意思決定基準 

となる。 

(b) 限界利益は，経営管理者が 除外すべき製 
品系列を決定するとぎの 意思決定基準と 

なる。 

( 。 ) 限界利益率は ， 値引 ，広告宣伝，プレ「 

ァム 販売などの販売促進計画案を 選択す 

る意思決定基準となる。 

(d) 目標利益の達成可能性は 限界利益を計算 

することによって 速やかに判断すること 

ができる。 

㈲ 限界利益は価格設定や 資本支出予算の 決 

定などに有効な 意思決定情報を 提供す 

る。 

(f) 限界利益は販売価格の 安定度合を見極め 
るために有効であ る。 

(9) 経営管理者は ，製品原価を 変動費と固定 
費に分解することによって ，原価 一 操業 

水準一利益 の関係を理解することがで 

きる。 

この ょう に，直接原価計算システムは 経営計 

画や統制のみならず ，様々な意思決定に 有効な 

情報を提供することができる。 

(3)  標準直接原価計算システムの 機能と 構 

四二 '"" " 

標準直接原価計算システムは ，発展過程はと 

もかく， 内容的には標準原価計算システム と直 
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  現   

図表 4  標準直接原価 計耳 システムに基づく 原価の流れ 
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接 原価計算システムの 特徴と同時に 持合せた原 

価計算システムであ る。 したがって，計算過程 

から考察すると ，全ての原価は 変動費と固定費 
に分解される。 変動製造原価は 標準原価をもっ 

て仕掛品勘定に 集計され，製品原価が 計算され 

る 。 変動販売 費 ，変動一般管理費，固定製造原 

価，固定販売 費 および固定一般管理費は 期間費 
用とし標準期間費用をもって 損益勘定へ集計 

される。 月次損益計算書は 売上高と変動費の 差 

額 はょ って限界利益が 求められ， さらに固定費 
が差引かれて 営業利益が求められる。 この ょう 

に標準直接原価計算システムには 直接原価計算 

システムの特徴が 脈打っていることが 分る。 

原材料は購入時に 材料愛人価格差異が ，月末 

には材料数量差異が 算定される。 労務費 は つい 

ても月末に労働賃 率 差異と労働作業時間差異が 

認識される。 計算過程の詳細は 図表 4 の通り 

で，変動製造間接費や 固定製造間接費なども 標 

華原価計算システムと 同様に差異計算がなされ 

る 。 

先述のごとく 標準直接原価計算システムは ， 

標準原価計算システムと 直接原価計算システム 

が統合された 形式をとっている。 したがって， 

標準直接計算システムの 目的ないし機能は 両者 

のそれを受け 継ぐ結果となっている。 ここで主 

要な機能を要約すると 次の通りとなろ う 。 

( 、 倒益 計画や統制のために 有効であ る。 

(b 源価 管理に必要な 原価情報を提供する。 

( 。 憶思 決定のために 有効であ る。 

(d 庁算 管理のために 有効であ る。 

( 。 尉算 事務の迅速化に 役立つ。 

このうち利益計画と 統制過程を中心に 以下詳 

述することによって ，標準直接原価計算システ 

ムの 特徴を一層明確にしたいと 思、 ぅ 。 

3.  標準直接原価計算システムと 利益管理 

(l) C-V-P 分析と利益計画 
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利益計画は標準直接原価計算システムの 主要 

テーマで，一般に C 一 Ⅴ寸分析 (Cost-Volume- 

Proht-Analysis) に基づき策定される。 ここで， 

これからの議論に 使用される変数を 次のようⅤ こ 

表 わしてみよう。 

Pt: 第ピ 製品の標準価格 

Pi: 第 Ⅰ製品の実際価格 

ワ Ⅰ : 第ピ 製品 1 単位当りの標準変動費 

v 。 : 第ビ 製品 1 単位当りの実際変動費 

碗 。 : 第ピ 製品 1 単位当りの標準限界利益 

(Pi-pf) 九一あ 

% づ     策せ 製品 1 単位当りの実際限界利益 

(A 一 Vi) 

ヱ 4     第ィ 製品の予定販売 量 

Xi: 第ざ 製品の実際販売 量 

五 : 第ピ 製品の標準個別固定費 

力 : 第ど 製品の実際個別固定費 

ポ 。 : 標準共通固定費 

ぷ 。 : 実際共通固定費 
戸 : 標準固定費目ヱ （ ， - 丁一 i 十方。 ） 

      実際固定費 ( 三 。 - - 二 %  + ボ。 ) 
河 : 見積市場規模 

M: 実際市場規模 

S: 見積市場占有率 
S : 実際市場占有率 

元 : 目標利益 

㍗実際利益 

利益計画における 目標利益 ( 元 ) は C-V-P 分 

析の理論 @, こ 従い次の通り 表 わされる。 
      

準 限界利益 ( 擁 ) で回収できる 操業度であ る。 求 

められた操業水準は 次年度における 利益計画上 

の目標操業水準であ るが，実際に 利益計画を作 

成するときは 目標操業水準を 様々な視点からそ 

の実行可能性が 検討されなければならない。 目 

標 操業水準はあ くまでも計算上のそれであ っ 

て，製造部門や 販売部門の経営管理者を 含め詳 

細な検討が必要とされる。 目標操業水準が 最終 

的に決定されると ，販売予算，製造予算などの 

各種予算が編成可能であ る。 利益計画の策定で 

は決定された 操業水準を年間生産量で 表わす 

か，年間直接作業時間で 表わすか，それとも 他 

の操業尺度で 表わすかと言った ， ょ 9 具体的な 

問題が発生する。 製品単価や変動費についても 

詳細かっ具体的検討が 必要とされる。 製品単価 

は年間を通じて 安定している 場合もあ れば，価 

格の改訂が余儀無くされることもあ る。 このこ 

とは製品 1 単位当りの変動費についても 同様 

で ，設計やデザインの 変更，あ るいは新素材の 

発見などによって 変動費が増減する 可能性もあ 

る。 したがって，年間を 通じての平均販売単価 

や変動費を求めると 簡単に言っても ，それは想 

像以上に難しい 問題を含んでいる。 販売単価や 

変動費が決定されると ，売上高予算，直接材料 
費予算，直接労務予算，変動製造間接費予算な 

ども編成可能であ る。 総固定費の見積りについ 

ても長期的な 見地に立った 設備投資計画や 戦略 

的事業計画など ，変動費の見積りとは 異なる 次 

元から検討が 要求される。 

仮に年間操業水準，販売単価，変動費および 

固定費の見積りが 確定されても ， これらを月次 

1=1 弓 = Ⅰ 
元 = 凶タ i テ Ⅰ ニラ 。 ア Ⅰ三月一ポ。 

ご %1 
① 

したがって， 目標利益 ( 元 ) を達成する為に 要す 

る操業水準は 次の通り 表 わされよ う 。 

（ 三円 " 元 -+ ニノ i- - 二 ミ・ +fC 。 )/ 

i= Ⅰ ， 鯖 。 戸 ， / 文 一 % こ ② 

この ょう に目標利益 ( 元 ) を達成するための 操業 

水準は，目標利益 ( 元 ) と固定費予算額 は ) を標 

目標にどのように 割付け ろ かという問題が 残さ 

れている。 したがって，原価 一 操業水準一利益 

の関係が②式のように 求められても ，利益計画 
を実際に作成する 段階では，解決されなければ 

ならない問題が 山積されている。 利益計画の実 

効は， こうして m 漬 されている問題を 時間をか 

けて全員で検討し ，合意しながら 解決していく 

過程そのものにあ る。 

図表 5 はこうした問題が 解決された後の 利益 
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図表 5 利 生 図 表 瑚 
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図表であ る。 利益図表は，横軸に 直接作業時間 画の密接な関係と ，その役割の 重要性について 
によ る操業水準が ，縦軸に限界利益および 固定 理解することができる。 

費が表わされている。 年間操業水準 解 0 ， 000 時 

間は月次の操業水準に 割付げられており ，たと (2)  標準直接原価計算システムに 基づく 業 

えば， 2 月の予定操業水準は 90 ， 0 ㏄時間， 托 績 評価 

月は 40,000 時間となっている。 予定限界利益 利益計画の策定に 伴 い ，各種予算が 編成され 

は累計され，月次予定操業水準に 対して縦軸に る。 企業の各種業務は 設定された利益計画や 予 

表示されている。 たとえば， 2 月の予定限界利 算 に基づき執行され ，その結果 は 会計担当者に 

益は 3 ㏄， 000 ドル， 10 月は 2 ㏄， 000 ドルが期待 よって記録される。 会計担当者による 記録は業 

されている。 月次の予定限界利益は 時系列的に 績 評価の基礎資料となるが ，その表示形式は 定 

折線グラフによって 表示されており ， 6 月中に 形化されている 訳ではない。 しかし，一般的に 

は 固定費が全額回収される。 これに対し 11 月 か は 次のうち，いずれかが 採用されることになろ 

ら 3 月までの実績もグラフに 記入されており ， う '8) O 

各月の予定と 実績がどの程度乖離しているか 一 第 1 の表示形式は ，売上高から 標準変動費が 

見して分る。 予定と実績の 乖離に関する 原因分 差 引かれ，標準限界利益が 算定され， さらに標 
析は次に詳説されるが ，利益図表には 原価 一操 準固定費が差引かれ 標準純利益が 求められる。 
葉水準一利益の 関係が一目瞭然のうちに 表示さ このように計画上の 純利益が最初に 表示され， 

れ，加えて標準直接原価計算システムと 利益 計 その後に計画と 実績の差異が 表示される。 発生 
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した原価差異は 項目別に検討され ，納得のいか 

ない原価差異があ る時は現場を 調査することに 

よって原価差異の 原因が取り除かれる。 

第 2 の表示形式は ，図表 4 における月次損益 

計算書に相当するものであ る。 ここでは売上高 

から標準変動費が 差引かれ標準限界利益が 算定 

される。 標準限界利益の 次には変動費差異が 表 

示され，その 結果，予定と 実際の限界利益の 乖 

離 度合を一目瞭然のうちに 識別することができ 

る 。 実際限界利益の 次に標準営業利益が 設げら 

れ ，さらに固定費差異が 表示されることに ょっ 

て 予定と実際の 営業利益を比較し ，分析するこ 

とができる。 

計画と実績の 乖離を分析する 方法には，図表 
6 のような伝統的標準直接原価計算システムに 

図表 6  月次損益計算 宙 

1.  売 上 高 X X X 

2. 標準変動費     
標準変動売上原価 XX 

標準変動販売 費 X X 

標準変動一般管理費   
3. 標準限界利益 X X   
4. 標準固定費     
標準固定製造間接費 X X 

標準固定販売 費 X X 

標準固定一般管理費 X X X X   
5. 標準営業利益   
6. 変動費差異     
材料愛人価格差異 X 

材料数量差異 X 

労働賃 率 差異 X 

労働作業時間差異 X 

変動製造間接費予算差異 X 

変動製造間接費能率差異 X 

変動販売 費 差異 X 

変動一般管理費差異 X X   

基づく方法もあ るが，経営管理を 強化する目的 

からさまざまな 視点に立って 分析する方法もあ 

る。 たとえば， Bentz 二 Lu ㏄ h(WilliamF.Bentz, 

R0bert F. Lusch) に よ る販売部門の 業績管理 

モデル， 9,, Shmk 二 ChuFch Ⅲ (John K. Shank 

md  Neil  C  .  Churc ㎡ l1),0),  Horngren  (Charles 

T.  Horngren) 柑 および Kaplan  (Robert  S. 

Kaplan) 恥による差異分析は 代表的なものと 言 

えよう。 これらのうち ， Kaplm  のオマー・ カ一 

ペット会社 (Omar Carpet Campany) の 設 例 

は特筆に値する。 Kaplan の 設 例は発生した 利 
益差異をレベル 0 からレベル 4 までの 5 段階を 

通じ，利益差異の 発生原因を多次元的に 考察し 

ょうとするものであ る。 Kapl ㎝の 設 例の紹介 

に 先立って結論を 要約すると次の 通りであ る。 

レベル 0 で求められた 利益差異はレベル ェ で売 

上高，変動費，限界利益， 期間費用に分解さ 
れ， レベル 2 では利益差異が 販売活動差異と 原 

価 Ⅰ価格 / 能率差異に分解される。 販売活動差 
異はレベル 3 で販売数量差異と 販売製品組合差 

異に，原価 / 価格Ⅰ能率差異は 販売価格差異， 
変動費差異，固定費差異に 分解される。 販売数 

量差異はレベル 4 で市場規模差異と 市場占有率 

差異に，その 他の差異は製品系列別に 細分解さ 

れる。 

標準直接原価計算システムに 基づく業績評価 

システムの一例として ， Kaplan のオマー・カ 

ーペット会社の 設例を吟味，そしゃくして 以下 

に 紹介してみたいと 思、 ぅ 。 

く設例ノ オマー・カーペット 会社 ", 

オマハカーペット 会社は， 3 種類の 力一ぺ 

ット (G 、 ， G ゎ G,) を取扱い，年間予算，見積 

販売 量 ，見積原価，見積純利益などの 譜表を毎 
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図表 7 く レベル 1 ノ 

干拓損益計算 田 ，。 ) 

Gi C2 C3 

販売 量 ( 巻 ) ', ㏄。 ', ㎝ ', ㎝ 
売上高 ( ドル ) 1, ㎝ 2, ㏄ 0  3, ㏄ 0 
変 動 費 7 ㏄ 1,6 ㏄ 2,3 ㏄ 
限界利益 3 ㏄ 4 ㏄ 7 ㏄   

貢献利益 ェ ㏄ 200  4 ㏄ 

販売 費 ・一般管理費 

純 利 益 

合計 
4,000 

6,000 
4,600 

1,4 ㏄ 

7 ㏄ 

7 ㏄ 

250 

450   
図表 8 

実際損益計算 廿 ' 。 ) 

Gi Gs G8  合計 

販売 量 ( 巻 )  ㏄ 0  1,0 ㏄ 2,1 ㏄ 3,9 ㏄ 
売上高 ( ドル )  810  2,000  3,0 ㏄ 5,810 
変 動 費   560 1,610 2,320 4,490 
限界利益 あ 0  390  6 ㏄ 1,3% 
個別固定費 210  2 ⑳ 3 Ⅰ 5 745 
貢献利益 40 170 365 575 

販売 費 ・一般管理費 ガ 5 

糸屯 禾 Ⅱ 益   30Q 

レベル 0 で求められた 利益差異は標準直接原 

価計算システムの 表示形式に基づき ，売上高， 

変動費，限界利益，期間費用の 順に分解される。 
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具体的には次のように 分解され，表示されよ 

う 。 

く レベル ェノ 実際 予算 差異 

売 上 高 ( ドル )  5,810  6 円㏄ 1 ㏄ (U) 

変 動 費 4,490  4,600  110(F  )*   
限界利益 1,320  1,4 ㏄ 80(U) 

7, 8m1982 年の予算と実際損益計算書で ，予 

算編成時の市場規模は 40 ， 0 ㏄巻で， 実績は 

38,0 ㏄巻であ った。 

オマー・カーペット 会社の実際純利益 は 予算 

に比較して約 1/3 減少していることが 分る。 こ 

れるの原因はレベル 0 からレベル 4 までを通 

じ ， 次のように分析することができる。 

く レベル 0 ノ 

レベル 0 は最もマクロ 的に企業の利益差異を 

把握するレベルで ， これからの分析の 出発点と 

なる。 オマー・カーペット 会社の利益差異は 実 

際純利益と予算純利益の 差額で ， 次のように 

150 ドルの不利差異 (U) が生じる。 

利益差異 
ニ "  一九 - 

二 3 ㏄ドルー 450 ドル 

ユー 15(N ドル (U) 

期間期用 1,020@ 950@ 70@(U)   
純 利 益 3 ㏄ 450  150(U)     
，ここで CF) は有利差異を 表わす。 

く レベル 2 ノ 

このレベルではレベル ェ における純利益差異 

が ，販売活動差異および 原価Ⅰ価格Ⅰ能率差異 

に分解される。 販売活動差異は 予定販売皇と 実 

際販売量の差を 標準限界利益で 評価されるもの 

で，実際販売 量 に基づき作成される 変動予算 純 

利益と年初に 作成された予算純利益との 差額と 

して求められる。 
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一方，原価Ⅰ価格Ⅰ能率差異は 実際純利益と 

実際販売 量 に基づく変動予算純利益との 差額で 
あ って ， 次のよ うヰこ表 わされる。 

原価Ⅰ価格Ⅰ能率差異 = 凶 (. 篠 一物 ) 鐘 
t, 、 

十ア 一 F 
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ここで実際販売 量 に基づく変動予算を 作成す 

ると次の通りであ る。 

三一 35 ドル (U) 

販売製品組合差異 は ，標準製品組合に 基づく 
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く レベル 3 ノ 

このレベルで は レベル 2 における販売活動 差 

異 がその原因に 基づき販売数量差異と 販売製品 

組合差異に分解される。 さらに原価Ⅰ価格Ⅰ能 

率差異は販売価格差異，変動費差異および 固定 
費 差異に分解される。 

まず販売数量差異は 次のように求められる。 
  

販冗 れ士 教皇差異二姉 且 ( 篆 一毛 -  ) " 
。 - 、 

ここで 篠 " は標準製品組合に 基づく製品 1 単 

位当りの予算限界利益を 表わし，次のように 求 

められる。 

籠 ， 二 ( -  、 三所。 - 、 毛 )/ 三 。 - - % 、 回 。 
二 (300+400+7 ㏄ )74 ㏄。 

二 0 ・ 35 ドル 

したがって，販売数量差異は 次のように 35 ド 

ルの不利差異となる。 
  

販売数量差異 二二てて 。 一 % 。 ) ナノ Ⅰ。 
。 一 1- 

=  ( 一 200+  0+  Ⅰ㏄ )(0.35) 
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二 (810 一 8 ㏄ )+  (2,0 ㏄ 卍 。 ㏄ 0) 
+  (3,000 一 3,150) 

三一 140 ドル (U) 

変動費差異は 実際変動費と 実際販売 量 に基づ 

く変動費予算額との 差額で ， 次のように求めら 

れる。 
    

変動費差異 = 凶 " 仰 Ⅰ S  ラ 。 ヱ 。 
i ざ Ⅰ ⅠⅠ エ 

ヱ
ィ
 

）
 
一
 
U
 
 
 
し
 
㌦
 

（
 

"
 三
円
 
二 (560 一 560)+  (1.610 一 1,600) 

  ）
 
5
 
4
1
 

2
 

一
 

)
 
(
F
 
 

2
 
0
 

ノ
 
レ
 

3
 

ド
 

2
5
 

（
 
8
 

十
一
 
一
 
一
 

固定費差異は 実際固定費と 固定費予算額との 

差額で ， 次のように 70 ドルの不利差異 睦 なる。 
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=70 ドル (U) G  l :  0  .0125 円． 0)  8 ㏄ 吉 10  ドル (F  ) 

く レベル 4 ノ G  Z  :  (2.0  一 2.0)1,000=  0  ドル 

レベル 3 の販売数量差異は 市場規模差異と 市 G  a:  0  .4286 円・ 5)2,1 ㏄ニ円 50  ドル (U) 

易占有率差異に ，販売製品組合差異，販売価格 円 40 ドル (U)   
差異および変動費差異は 製品系列ごとに 分解さ 

れる。 最後に固定費差異は 個別固定費と 共通園 
変動費差異も 次のように製品系列別に 分解さ 

定 費に分解される。 
れる。 

市場規模差異は 次のようにして 70 ドルの不利 
変動費差異 二 ㏄。 一ぅ 。 ) 白 

差異が求められる。 
Gl : (0.7  一 0.7 )  8 ㏄ 二 0 ドル 

市場規模差異 ニ M 一府 S 笏 " G, : (1.61  一 1.6  )1,000%  10  ドル (U) 

二 (38, ㏄ 0 一 40,0 ㏄ )(0 ・ 1)(0.35) 
G  $:  (1.105 円・ 15)2,1 ㏄ ニ 95  ドル (F  ) 

ニー 70 ドル (U) 85  ドル (F  ) 

市場占有率差異は 次のようにして 35 ドルの 有 最後に固定費差異は 次のように個別固定費差 

利 差異となる。 異 と共通固定費差異に 分解される。 

市場占有率差異 二は一 S) 似払篠 " 
固定費差異二三 ( カ一ポ。 )+( 九一ポ じ 

=  (3,9 ㏄ 738,000 一 0 ・ 1) i さ Ⅰ 

x@(38,000)(0.35) 二 (210 一 2 ㏄ 十 220 り ㏄ 十 315 

二 35 ドル (F) 一 3 ㏄ ) 十 (275 一 250) 

販売製品組合差異は 次のように製品系列別に 
==(45)+(25) 

分解される。 
二 45 ドル (U) 十 25 ドル (U) 

販売価格差異 二ひ 。 一あ ) 篆 以上のようにして 求められたレベル 0 から レ 

したがって，製品系列別の 販売価格差異は 次の べ ル 4 までの各種差異と 分解過程を要約する 

よう に分解される。 と ，図表 9 のように表わされる。 

図表 9  オマー・カーペット 会社の利益分析 2 。 ) 

く レベル 0 ノ 実捺 純利益 300 ドル 
予算純利益 何 
純利益差異 Ⅰ 駿 ドル (U)* 

実瞭 予算 差異 
く レベル 1 ノ 売 上 高 5,810 ドル 7,0 ㏄ドル 1 ㏄ドル (U) 

変 動 費ユ % 里主一 ユ四 %1  ユ旦 -@(F)"* 
限 界 利 益 1,3% 1,4m ㏄ (U) 

期間黄月ユ 授空 @  一旦 推 一 匹 - ノ U) 
純 利 益一旦 凹 一 一二型一 ユ 國 一一 (U) 

く レベル 2 ノ 変動予算純利益 

  
"    Ⅰ 

く レベル 4 ノ 市場規模差異 70 ドル (U) 販売製品組合差異 販売価格差異 

  

変動費差異 
  

個別固定文 め (U) 
市場占有率差異 35 ドル (F)  Gl  l0 ドル (F) G4  10 ドル (F) Gl  O ドル 共通固定 穏 あ (U) 

Ga@ 0 G@@ 0 G@@ 10@ (U) 

Gs@ 0 Gl  % の ドル (U) G@@ 95@ (F) 

10 ドル (F) Ⅰ ゆ ドル (U) 幼 ドル (F) 

* U は不利差異 
** F は有利差異 
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以上は Kaplan によるオマー・カーペット 会 

社の分析過程であ る。 これらのうち 変動費差異 

と固定費差異に 工夫を施すと ，より詳細な 分析 
を試みることができる。 たとえば，標準直接原 

価計算システム ( 図表 4) のごとく，変動費は 

材料愛人価格差異，材料数量差異，労働賃 率 差 
異，労働作業時間差異，変動製造間接費予算差 
異，変動製造間接費能率差異，変動販売 費 およ 

び変動一般管理費差異などに 分解できょ ぅ 。 固 

定 費も固定製造間接費予算差異，固定製造間接 
費操業度差異，固定販売 費 および固定一般管理 

費差異に分解可能であ る。 

いずれにしても 利益計画と統制はオマー・ ヵ 

一 ペット会社のような 一連の分析を 通じて実施 

され，標準直接原価計算システムはこうした 分 

析に必要不可欠な 原価計算システムであ ること 

が理解できる。 

4.  む す び 

本稿は ， 主に利益計画と 統制過程を通じ ，標 

準直接原価計算システムの 基本構造を明らかに 

しょうと試みたものであ る。 標準直接原価計算 

システムは意思決定や 財務会計を支援する 原価 

計算システムとしてもその 特徴を有している。 

しかし， この点については 紙幅の都合上，具体 

的に触れることができなかった。 標準直接原価 

計算システムを 含め全部原価計算システム 以外 

の原価計算システムは 一般に財務会計には 不適 

些 と 徴 されている。 しかし， これらの問題は 勘 
定科目のコード 化をほじめ，体系的なデータ・ 

べース・システムを 構築することによって 解決 

することができる。 これが収益性会計 (Pro6t, 

ability Accounting) への道であ る。 

このよ うヰこ 本稿は標準直接原価計算システム 

の特徴を完全に 議論するまでに 至らなかった。 

機会を得，稿を 新たにし標準直接原価計算シス 
テムと意思決定支援システムやデータ・べ ー ス ス 

・システムとの 関係を考察し ， より一層の充実 

をはかりたいと 思け 。 
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